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1．オープンデータの現状  

  近年、世界的にオープンデータの活用に関する

取り組みが盛んに行われており、日本でも取り組

みを進めている自治体が増加傾向にある。しかし、

世界的に見ると日本より進んでいる国は少なくは

ない（高木 2013）。 

オープンデータとは、林(2014)によると、政府

が保有する公共性の高い機械判読可能な公共デー

タで、企業や個人が自由に編集・加工、再配布な

どができ、かつオープンライセンスで提供される

データと定義される。また、Open Knowledge 

Foundation (URL 1)は、あらゆる目的で誰でも自

由に使用、変更、共有することができるデータで

あると定義している。二つの定義は、「誰もが自由

に使えるデータ」という点で共通している。 

 

2．オープンデータの目的  

 IT総合戦略本部が策定した「電子行政オープン

データ戦略」によると、オープンデータの目的は

三つである(URL 2)。一つ目は、「透明性の向上」

である。公共データが公開されることで、政府と

住民との間で情報の非対称性が小さくなり、行政

の透明性が向上する。また、政府の活動に対する

住民の適切な評価につながる。二つ目は、「官民協

働の推進」である。透明性が向上すると、市民が

情報を得られ、官民協働の推進が期待できる。近

年、人口減少や技術革新などの様々な課題に政府

だけで対応することは困難になっており、官民協

働の推進が求められている(庄司 2014)。三つ目は、

「経済効果」である。オープンデータ推進による

生産性向上や新産業の創出による経済効果は官民

合わせて 6.4兆円とされる（田中・高木 2015）。 

 

3．調査の概要 

上述のオープンデータ活用の三つの効果を生み

出すために、自治体には「市民に活用され、便利

で有益なオープンデータサイト」を整備すること

が求められる。具体的には、アクセスしやすく、

必要なデータが効率的に入手できるなど、様々な

要素を考える必要がある。ただし、今回の調査で

は、アクセス数を中心に調査した。そもそも、サ

イトを見られることがなければ市民に活用される

ことがなく、便利で有益であることも測ることが

できないからである。 

そこで、アクセス数が多いオープンデータサイ

トにはどのような特徴があるのかを探るため、独

自で作成した評価基準やランキングなどを用いて

調査した。 

 

4．方法 

 2021 年 8 月中旬から 9 月中旬の間で、全国 20

の政令指定都市のオープンデータサイトについて

調査した。調査項目は以下の四つである。 

 

(1)クリック数 

使いやすさを客観的な数値に置き換える手段と

して、6人を被調査者とし、Google にて「○○市 

オープンデータ」と検索しての結果から、それぞ

れの自治体の「2020年 4月の推計人口」が確認で

きるまでの平均クリック数を調査した。なお、

「2020年 4月の推計人口」がオープンデータサイ

ト上に確認できず、市の HP 上等に確認できた自

治体が 5つあった。 

(2)データ数 

オープンデータとして公開されているデータの

数を調査した。「データセット」として数を確認す

ることができた自治体は 12、できなかった自治体

は 7、不明であった自治体は 1であった。 

(3)推奨データセット数 

「推奨データセット」数とは、「オープンデータ

の公開とその利活用を促進することを目的とし、

政府として公開を推奨するデータと、公開するデ

ータの作成にあたり準拠すべきルールやフォーマ

ット等を取りまとめたもの」として内閣官房情報

通信技術（IT）総合戦略室がまとめたものである

(URL 3)。この数は「地方公共団体へのオープンデ

ータの取組に関するアンケート結果」(URL 4)を参

照した。 

(4)アクセス数 

全政令指定都市にメールおよび電話にて問い合

わせ、2020 年 4 月から 2021 年 7 月にかけてのオ

ープンデータのトップページのページビュー数を

調査した。なお、返答が得られなかった自治体は

4 つあり、サイトの改修等の事情で旧データのア



クセス数を含む自治体が 2つあった。アクセス数

は 16ヶ月分の平均である。 

 

5．結果 

クリック数、データ数、アクセス数で比較可能

だったのは 20都市のうち 7都市であった（表 1）。 

 

表 1 調査結果 

 

これらの都市でそれぞれの項目ごとに順位付け

をして、1 位から順番に 7～1 点を与えていった。

例えば、神戸市はデータ数が 5 番目に多いので 3

点となる。表 1のように、アクセス数と得点の相

関を調べると相関係数は 0.76011 であり強い相関

がある。このことから、オープンデータサイトの

アクセス数を大きくするには、クリック数を少な

くし、データ数、推奨データセット数を大きくす

ればよいことがわかった¹。なお、推奨データセッ

ト数は厳格な基準があり、類似している内容のデ

ータでもカウントされないことがある。その類似

しているデータで相関を見たところ、0.772982と

少し高くなる。 
さらに、調査をする過程で三つの発見があった。

一つ目は、ポータルサイトを設置した方が良いと

いうことである。ポータルサイトは操作がしやす

く、閲覧ランキングや活用事例など様々な情報が

掲載されており、年齢や能力を超えて様々な人が

親しみやすいものである。二つ目は、古いデータ

が公開されていることである。例えば、静岡市は

人口のデータを 2017年 11月から更新していなか

った。三つ目は、データの量だけでなく、データ

の種類が重要ということである。京都市では「石

の道しるべ」を地図上に表示する「いしぶみアプ

リ」が開発された。これは「いしぶみリスト」と

いう京都市特有なオープンデータをもとに作成さ

れている。これは多様な種類のデータがオープン

データの創造的な活用につながることを示唆して

いる。 

 

6．政策提言 

 今回の調査は、自治体におけるオープンデータ

活用への取り組みを検討するための予備的調査と

いう性格があり、不十分な点があることは否めな

い。とはいえ、以上の調査から「市民に活用され、

便利で有益なオープンデータサイト」をつくるた

めに少なくとも三点が指摘できる。一点目は、ま

ず初めにポータルサイトを準備することである。

二点目は、ポータルサイト内のデータを充実させ

ることである。具体的にはデータ数・推奨データ

数・データの種類を増やしていくことである。三

点目は、サイトの整備をすることである。例えば、

クリック数を減らすためにはポータルサイト内の

検索機能を強化することなどが考えられる。こう

した取り組みに加え、データの更新をし続けるこ

とは大前提となるのは言うまでもない。 
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¹ それぞれの項目とアクセス数を重回帰分析した結果、

重相関 R は 0.871605 と相関が認められた。一方で、有意

F は 0.18488 と基準となる 0.05 より高い数字となった。

これはサンプル数が 7 と少ないことが原因と考えられる。

より多くのサンプルを比較することが今後の課題となる。 

クリック数 データ数 推奨データ 得点 アクセス数

札幌 6.50 227 12 16 4541

京都 13.33 542 0 10 2351

大阪 15.00 240 15 14 1328

神戸 5.50 100 2 13 1269

岡山 21.33 82 12 9 192

北九州 6.67 605 1 14 2770

熊本 10.00 26 5 9 389

相関 -0.5628 0.53445 0.61908 0.76011
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